
 

 

【記入例及び記入様式】 

【別紙様式１】 

平成２１年度学校経営計画表 

１ 学校の現況 

 

学校番号 特１５ 学校名 県立美浦養護学校                    学校長名   小田倉 勝雄 

教 頭 名       海老原 利夫    袖山 源吾  事務（室）

長名  

  野村 一夫 

教職員数 教 諭 ７９ 養 護 

教 諭 

２ 常 勤 

講 師 

２６ 非常勤 

講  師 

２ 実 習 

助 手 

３ 寄宿舎 

指導員 

０ 事務職員 ３  技  術 

 職員等 

１２   計 １２７ 

 

 

児童・ 

生徒数 

部 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 合計 

クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

小学部 ７ ６ ８ ３ １０ １ ９ ２ １１ ０ ７ ９ ５２ ２１ ２０ 

中学部 １８ ５ １１ ３ ９ ６       ３８ １４ １３ 

高等部 １２ １５ １９ １２ ２４ １２       ５５ ３９ １６ 

 

 

 



 

 

２ 目指す学校像 

◆ 児童生徒の障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服するための教育を行い，社会の中で自立し，こころゆたかにたくましく生

 きる力を育成する。 

 ○一人一人が安心して，生き生きと楽しく学べる学校   

 ○健康で安全に学校生活ができ，清潔で整備された学校 

 ○保護者，地域住民，関係者から信頼される開かれた学校 

 

３ 現状分析と課題（数量的な分析を含む） 

項  目 現  状  分  析 課    題 

 学習指導  児童生徒の障害の多様化，重度重複化に応じたより質の高い指導を進めるため

に，目標設定，実践，評価が一体化した「個別の指導計画」について研修を重ね

，前年度から新書式で「個別の指導計画」を活用している。また児童生徒一人一

人の教育的ニーズに応えるために各学部とも教育課程について検討を重ね，高等

部では一部コース制を取り入れている。「授業づくり」については，外部講師を

招いて事例検討会を年に２～３回実施し，専門的な立場からの評価や，助言を得

て授業の改善に生かしている。 

 一人一人の障害の特性に対応した指導を進める研修として，専門性の向上を図

るため，理学療法士や，摂食指導の専門家を招いての研修会を年に２～３回実施

 今年度も，「個別の指導計画」を活かした

指導内容の充実や，適正な評価の在り方を探

っていく。また，一人一人の障害の特性に配

慮し，教育的ニーズに応じた指導の充実を一

層推進するために，高等部におけるコース制

の充実や理学療法士等の外部専門家の活用

による自立活動支援の推進など，障害の多様

化，重度重複化に対応した効果的な指導法の

研究と教育課程を検証していく。さらに「個



 

 

し，基礎的な知識や技術を深めることができた。自立活動については，各学部ご

とに個に応じて教材・教具の工夫や開発を行い，効果的な指導体制の在り方を探

っている。教育課程の検討と併せて今後も継続的な取り組みが必要である。 

別の教育支援計画」の作成と活用を図るとと

もに，検討・改善を進める。 

  

 

 進路指導 

  

 

 保護者を対象とした進路説明会や，随時の進路相談などを行っている。「進路

情報掲示板」や「進路だより」の発行(10回)により保護者への情報提供にも努め

ている。また，進路指導連携推進委員会等を行い，労働・福祉等の関係諸機関と

の連携を深めるよう努めている。卒業生支援については，市町村，職業安定所や

障害者職業センター等と連携して対応している。職場開拓等の際にも一般事業所

や福祉施設などに対して，本校への理解と障害者の就労や社会参加についての啓

発に努め，卒業後の円滑な移行支援につながるように心がけている。 

 積極的に職場開拓はしているが，高等部生徒は増加傾向にあり，現場実習の受

け入れ先や就職先の確保が課題である。また，保護者の方々の進路に関する意識

や障害者自立支援法に対する理解がさらに高まるように努力を続けたい。 

 

 児童生徒一人一人の能力や特性等に応じ

た進路指導を推進するために，今年度も，保

護者及び労働・福祉等の関係機関との連携を

さらに図っていく。 

 また，学部・学年間の系統性を踏まえた計

画的・段階的な進路指導，社会人特別非常勤

講師等を活用した高等部コース制における

職業教育の推進などを図っていきたい。さら

に，今年度より配置された就労支援員を活用

し，現場実習先や就労先の開拓に努めたい。 



 

 

 

 交流教育 

 

 本校では，障害のある児童生徒が将来的に地域の一員として社会生活を営んで

いけるようにするため，幅広い視点に立った交流及び共同学習活動を推進し，以

下の活動を中心に進めている。 

 ①地域での活動を中心とした居住地校交流（２５校で実施；３２名実施） 

 ②人材の活用や障害者への理解啓発を目的とした地域団体との交流（５団体） 

 ③同学年・同世代との交流や児童生徒理解を主とした学校間交流（４校） 

 ④各市町村教育委員会，小・中学校特別支援学級との連携により，障害を有 

 する児童生徒の相互理解を目的とした交歓会の実施（７市町村） 

 前年度，学校間交流が３校から４校に，また，上記④の交歓会も５市町村から

７市町村に拡大した。全体的には，内容の広がりや深まりがみられ，参加した児

童生徒が楽しめるような内容で実施できたが，地域性や児童生徒の実態に合わせ

た交流内容について，より検討しながら進めていく必要がある。今年度の居住地

校交流の希望者は5/7現在２７名である。 

 

 幅広い視点に立った交流及び共同学習を

展開することができた。今後も，継続的に展

開していくことが重要であるため，活動内容

の一層の充実を図っていきたい。 

 居住地校交流については，担任等の引率が

課題であるが効果的な方法についてさらに

検討していきたい。また，地域交流団体との

交流については，今後も引き続き，地域の人

材活用，ボランテイアの発掘及び活動内容の

工夫に力を入れていきたい。 

  



 

 

 

信頼される学

校づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域の特別支援教育のセンター的役割を果たすため，要請に応じて支援活動を

展開している。幼稚園，保育所，小学校・中学校，高等学校，保健センター等に

出向いての活動が主であるが，前年度，来校相談が７０件(19年度は28件)に増加

した。相談の時期も５月から８月にかけて増加し，関心の高まりが分かる。実施

した回数は，相談活動を中心に研修会の講師等様々であるが，20年度は３７９件

(19年度は354件)と多く，地域から厚い信頼を得ている。また，１９年度に地域

支援センターを設置し，関係機関との連携強化に努めているが，今後も，運営の

仕方について工夫・改善を図っていきたい。 

 小中学校との連携強化については，「地域特別支援教育コーディネーター会議

」を８月に開催しネットワークの構築に努めている。 

 支援センターの活動としては，支援活動のリーフレットの作成や，相談・支援

機関案内マップを発行し連携・支援機能の充実に努めている。 

 

 地域の特別支援教育のセンターとしての

役割はかなり推進されている。さらにセンタ

ー的機能を果たしていくために，今後も関係

機関との連携を密にしたネットワークづく

りに努めていきたい。また，地域支援センタ

ーの整備と活用等を図り，校内支援体制を一

層充実し，地域の障害のある乳幼児・児童生

徒等に対する相談や支援を一層推進すると

ともに，教材教具等の貸し出しや教育情報の

発信を積極的に進め，地域から，期待され，

信頼される特別支援学校を目指していきた

い。 



 

 

 

開かれた学校

づくり 

 

 「開かれた学校づくり」を目指し，様々な視点から広く活動を展開することが

できた。２０年度の地域への施設設備（体育館，グランド）の開放状況について

は，利用日数は１７３日，利用者数は４７９４人に及んでいる。 

 学校評議員会は年に２回開催し，テーマを決めて話し合いをもち学校経営や，

教育活動に生かすように努めている。 

 １９年度からスクールサポーター制度を導入し，学校教育活動に，２～３名の

ボランティアの方に年間をとおして支援をしていただいた。登録者数は１３名で

毎年更新している。昨年度は高等部での部活動では文化的な活動内容を取り入れ

，新たに中学部での課外活動が開始されたが，今年度は中・高合同による音楽部

の活動のみである。さらに広報活動を継続的に行い，特別支援学校の理解啓発に

つなげたい。 

 

 今後も教育情報の提供とともに保護者や

地域の方々の声を大切にしていきたい。 

 特に今年度は，「スクールサポーター制度

の充実を図り，教育活動等に積極的に活用す

ること」，「児童生徒作品展を地域社会等で

開催し，地域の人々への児童生徒理解を推進

すること」，「学校自己評価・外部評価及び

学校評価委員会を活用し，学校運営等の改善

を進めること」等に力を入れていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 中期的目標 

１ 児童生徒一人一人の障害の特性をよく見極め，家庭はもとより，地域社会，労働，福祉等の関係機関と連携協力を密に図りながら， 

  個々の実態に応じた就労・生活支援の充実に努めるとともに，個別の移行支援計画の活用と推進を図る。 

２ 支援活動・相談活動・学校見学会・体験学習など地域のセンター的役割を積極的に果たすとともに，関係機関等（幼稚園，保育所，保

 健センター，小中学校，高等学校，教育委員会，保護者等）との連携協力関係をさらに強化，深化，拡大し，地域から信頼される学校づ

 くりを目指す。 

３ 学校施設の積極的な開放，学校評議員や学校評価（外部評価）等の意見や提言，スクールサポーターの活用を積極的に行い，開かれた

 学校づくり，特色ある学校づくりを目指す。   

             

５ 本年度の重点目標 

重 点 項 目 重  点  目  標 

１ 学校分掌組織の改善充

 実を図り，組織化した協 

働体制づくりを推進する。 

①学部・学年又は分掌部・担当グループ等においては，協働体制による計画的な業務遂行に努める。 

②会議の精選，効率化，スリム化を図る。   

③校内諸規程の整備に努め，業務の統一性，継続性を一層推進する。 

 

２ 安全・安心な学校の体 

制づくりを推進する。 

 

①児童生徒及び教職員の事故防止と遊具等の保守管理・整備に努める。 

②医療的ケアを要する児童生徒に対する安全なケアの実施と事故防止に努める。 

③学校危機管理マニュアルの活用を図り，緊急時対応を迅速かつ的確に行う。  

④緊急時を想定した避難訓練を実施するとともに改善・充実を図る。 



 

 

 

３ 児童生徒一人一人の教

 育的ニーズに応じた教育

 的支援を推進する。 

 

①「個別の教育支援計画」の作成と活用を図るとともに，検討・改善を進める。  

②「個別の指導計画」の作成及び通知票と一体化した適正な評価を実施する。 

③理学療法士等の外部専門家を活用し，障害種に応じた自立活動の支援を推進する。 

④障害の多様化，重度重複化に対応した効果的な指導法の研究と教育課程を検討する。 

⑤一人一人の能力や特性等に応じた作業学習や現場実習等の充実に努める。 

 

４ 児童生徒の体力づくり

 を推進し，健康の維持増 

進を図るとともに，放課 後

等の充実に努める。 

 

①学部・学年等の実態に応じた体力づくりを進める。 

②食に関する指導やアレルギー疾患対応等を研究・実践する。 

③将来を見据えたスポーツ活動や文化活動等の放課後活動・部活動を積極的に推進する。         

 

５ 児童生徒一人一人の能

 力や特性等に応じた進路

 指導を推進する。 

 

①保護者及び労働・福祉等の関係諸機関と連携した進路指導に努める。 

②キャリア教育の考え方に基づき，学部・学年間の系統性を踏まえた計画的・段階的な進路指導を推進する。 

③社会人特別非常勤講師等を活用し，高等部コース制における職業教育を推進する。 

④就労支援員を活用し，現場実習先や就労先の開拓に努める。 

 

６ 地域における特別支援

 

①地域支援センターの整備と活用等を図り，校内支援体制を一層充実する。 



 

 

 教育のセンター的機能を

 一層推進する。 

②関係諸機関との連携を密にしたネットワークづくりに努める。 

③地域の障害のある乳幼児・児童生徒等に対する相談・支援を一層推進する。 

④教材教具等の貸し出し及び教育情報の発信を積極的に進める。 

 

７ 児童生徒の地域におけ

 る豊かな生活づくりを積

 極的に支援する。 

 

①地域で生きる・育つための，交流及び共同学習を一層推進する。 

②児童生徒の居住地域における豊かな生活づくりのために，地区ＰＴＡ活動の支援と推進に努める。 

 

８ 地域に開かれた学校づ

 くりを推進する。 

 

①スクールサポーター制度の充実を図り，教育活動等に積極的に活用する。 

②学校児童生徒作品展を地域社会や校内において開催し，地域の人々への児童生徒理解を推進する。 

③学校自己評価・外部評価及び学校関係者評価委員会を活用し，学校運営等の改善を進める。 

 


